
平成３０年度 統一的な基準による財務書類 
（ 概 要 版 ） 

はじめに 

 市の会計制度は、予算が適正に執行されているか把握するのに相性がよい現金主義・単
式簿記が採用されています。一方で、厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民
に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、従来からの予
算・決算制度に加えて企業会計的手法（発生主義・複式簿記）を活用した財務書類の開示
が推進されてきました。 
 平成 27 年 1 月には総務省から「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表さ
れ、今まで複数あった財務書類の作成基準を統一化し、28 年度決算から当該基準による財
務書類を作成・公表するよう要請がありました。 
 それを受け、南魚沼市においても平成 28 年度から「統一的な基準」による財務書類を
作成しています。 

統一的な基準による財務書類とは 

 統一的な基準による財務書類と企業会計における財務諸表を対応させると次のとおり
です。 
決算書類の名称は異なりますが、基本的に同様の内容となっています。 

統一的な基準による財務書類 企業会計における財務諸表 
①貸借対照表
②行政コスト計算書
③純資産変動計算書
④資金収支決算書

①貸借対照表
②損益計算書
③株主資本変動計算書
④キャッシュ・フロー計算書

※統一的な基準の導入初年度においては、保有する資産・負債に関する評価を行い、過
去からの含み損、不良資産等を明らかにし、評価後の財産を基に開始貸借対照表を作
成し、スタートすることを原則としています。
南魚沼市では平成 28 年 4月 1日時点の開始貸借対照表を作成し、統一的な基準による
財務書類と併せて公表しています。
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財務書類の見方 

 発生主義・複式簿記による財務書類（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算
書及び資金収支計算書）は、現金主義・単式簿記の予算・決算情報を補完するものです。
発生主義会計では、現金決済を伴わないコスト取引（非資金取引）を把握します。例えば、
建物や工作物等は使用することや時間の経過によって徐々に価値は低下していきますが、
その価値の減少を減価償却費という形で把握することになります。また、退職手当は給料
の後払いとしての性格があることから、毎年度、前もって勤務期間にわたり退職手当引当
金繰入額として把握します。このように、財務書類を作成することによって、現金主義で
は見えにくい減価償却費、退職手当引当金繰入額等のコスト情報、資産・負債のストック
情報の把握が可能になります。 
 

 
 
（1）貸借対照表 

 貸借対照表は、基準日時点（平成 31年 3月 31 日）において南魚沼市がどのような資
産を保有しているのかと（資産保有状況）、その資産がどのような財源でまかなわれて
いるのかを（財源調達状況）対照表で示したものです。 
 資産及び負債の科目の配列については固定制配列法によるものとし、資産項目と負債
項目の流動・固定分類は原則として１年基準としています。 
 「資産」は、①資金流入をもたらすもの、②行政サービス提供能力を有するものに整
理されます。①については基金や現金預金などが該当します。②は道路等のインフラ資
産や庁舎等の事業用資産などが該当します。地方公共団体はこれらの資産を数多く所有
しているため、有形固定資産が資産の大半を占めているのが特徴ですが、これらの資産
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は必ずしも売却して現金化できるものではないことに留意が必要です。 
 「負債」は、将来債権者に対する支払や返済により地方公共団体から資金流出をもた
らすものであり、地方債がその主たる項目です。 
 「純資産」は、資産と負債の差額ですが、民間企業のように資本の獲得等に関する取
引の結果ではありません。純資産は①固定資産等形成分と②余剰分（不足分）に整理さ
れます。①固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源の備蓄をいい、原則と
して金銭以外の形態（固定資産等）で保有されます。純資産の部の固定資産等形成分は、
固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額で計算されます。②余
剰分（不足分）は金銭の形態で保有している部分です。地方公共団体は地方債を発行し
て公共施設等の有形固定資産等を取得することが多いため、一般的にマイナスとなりま
すが、これは、公共施設等の便益は将来世代も享受できることから、地方債の発行によ
り財源を調達し、将来の地方税や地方交付税等の収入をもって、地方債を償還すること
としていることを示すものです。余剰分（不足分）は、流動資産（短期貸付金及び基金
等を除く）から負債を控除した額で計算されます。 

 
（2）行政コスト計算書 

 行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活
動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料
などの収益（経常的な収益）を対比させた財務書類です。経常的な費用と収益の差額に
よって、地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常
的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純経常行政コスト）が明らかにさ
れます。 
 「純経常行政コスト」は、地方公共団体の活動のために経常的に発生する人件費、物
件費、移転費用（補助金等）などの費用から、使用料、手数料等の受益者負担収益を差
し引いたもの、「純行政コスト」は、「純経常行政コスト」に臨時に発生する損失、利益
を加味したものです。 
 減価償却費については、地方公共団体側から見れば、１年間の固定資産の価値減少分
となりますが、住民側から見れば、その金額に見合う施設やインフラに関するサービス
の提供を受けたということを表しています。施設利用等に係る受益者負担を考える場合
には、このような見えないコストまで議論することが重要です。 

 
（3）純資産変動計算書 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、1 年間で
どのように変動したかを表す財務書類です。 
純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金など

の特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算出された費
用（純行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなどを通じて、1 年間の
純資産総額の変動が明らかになります。また、固定資産の変動により、純資産の変動要
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因がわかります。 
本年度差額は、純行政コストの金額と税収等及び国県等補助金の金額の差額であり、

発生主義ベースで財政的な収支均衡が図られているかどうかを表しています。コストと
収益の差額は、民間企業においては損失や利益という形で示されますが、それとは意味
が異なる点には留意が必要です。 

 
（4）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、一会計期間における、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資
金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。現金等の収支の流
れを表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書とも呼ばれます。 
 現金収支については、現行の歳入歳出決算書においても明らかにされますが、資金収
支計算書においては、「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」という性質の
異なる三つの活動に大別され記載され、地方公共団体の資金が期首残高から期末残高へ
と増減した原因が明らかにされるのが特徴です。 
 「業務活動収支」は、税収、補助金収入等の経常的な収入で、人件費、物件費等の経
常的な活動のための支出を賄えているかどうかを表しています。これは、投資活動や財
務活動の余力があるかを表すものでもあります。業務活動収支は通常プラスになること
が望ましく、業務活動の場合、業務活動収支のプラスの範囲内で投資活動収支を賄い、
さらには財務活動収支も賄うのが一般的です。 
 「投資活動収支」は、公共施設等の整備や基金の積立て、投資等の投資的な活動に関
する支出に対して、補助金や基金の取崩によってどれだけ充当したかを表しています。
投資活動収支は資産形成等が行われればマイナスになることが多く、投資活動収支がプ
ラスの場合は、当年度に基金の取崩が行われたことや資産形成等がほとんどなかったこ
とを示していることが考えられます。 
 「財務活動収支」は、当年度の地方債等の発行（収入）及び地方債等の償還（支出）
の状況を表しています。地方債の償還が進んでいる場合には、財務活動収支がマイナス
となり、財務活動収支がプラスの場合は、地方債等が増加していることを示すため、今
後の地方債等の償還財源の確保について十分に留意する必要があります。 
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統一的な基準による財務書類は、連結の対象とする団体の範囲に応じて 3種類あります。 
企業会計と比較すると次のとおりです。 

統一的な基準による財務書類 企業会計における財務諸表 
①一般会計等財務書類 
②全体財務書類 
③連結財務書類 

①個別財務諸表 
 
③連結財務諸表 

①一般会計等財務書類 … 一般会計に地方公営事業会計以外の特別会計を加えたもの 
②全体財務書類 … 一般会計等財務書類に地方公営事業会計を加えたもの 
③連結財務書類 … 全体財務書類に地方公共団体の連結団体を加えたもの 

 
※南魚沼市では一般会計等と普通会計に差異はありません。 

※地方公営企業法の財務規定等が適用されていない地方公営企業会計のうち、当該規定等の適用に向け

た作業に着手しているもの（平成２９年度までに着手かつ集中取組期間内に当該規定等を適用するも

のに限る。）については、連結対象団体（会計）の対象外とすることが許容されているため、平成 30

年度では下水道特別会計は連結の対象外としています。 

※南魚沼地域土地開発公社は平成 30 年２月に解散したため、平成 29 年度貸借対照表から連結除外とし

ています。 

※第三セクターについては、出資割合が 50％を超える団体を連結の対象としています。 
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平成30年度 南魚沼市 財務書類の概要

１．資産・負債の状況 （単位：百万円） ２．行政コストの状況 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
資産 164,421 159,686 156,286 純経常行政コスト 27,338 27,207 26,886

負債 43,722 42,427 40,577 純行政コスト 27,346 27,218 26,357

資産 195,284 189,696 185,277 純経常行政コスト 39,080 38,686 37,624

負債 69,429 66,707 63,408 純行政コスト 39,084 38,483 37,095

資産 201,363 191,873 187,534 純経常行政コスト 44,139 44,191 43,189

負債 73,907 67,399 63,991 純行政コスト 44,142 43,988 42,660

３．純資産変動の状況 （単位：百万円） ４．資金収支の状況 （単位：百万円）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
△ 1,215 519 △ 39 業務活動収支 2,378 3,101 3,053

△ 1,186 △ 3,441 △ 163 ※ 投資活動収支 △ 2,561 △ 2,185 △ 1,845

120,700 117,259 115,709 財務活動収支 △ 508 △ 885 △ 1,346

△ 1,448 782 91 業務活動収支 5,138 4,928 4,683

△ 1,105 △ 2,865 267 ※ 投資活動収支 △ 3,967 △ 2,684 △ 1,976

125,854 122,989 121,869 財務活動収支 △ 1,553 △ 1,973 △ 2,519

△ 1,459 755 95 業務活動収支 6,645 5,966 4,728

△ 1,116 △ 2,785 455 ※ 投資活動収支 △ 4,950 △ 3,607 △ 1,889

127,455 124,474 123,543 財務活動収支 △ 1,993 △ 2,069 △ 2,621

※平成30年度において固定資産台帳を見直し、前年度末純資産高を修正しました。

 そのため、平成29年度から平成30年度の変動額が計算上一致しません。
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平成30年度　南魚沼市　一般会計等に係る指標

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額（万円） ②歳入額対資産比率（年） ③有形固定資産減価償却率（％）

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

16,442 15,968 15,629 164,421 159,686 156,286 113,380 116,893 122,455

58,303 57,647 57,030 34,262 34,015 33,199 198,443 196,497 197,381

282.0 277.0 274.0 4.8 4.7 4.7 57.1 59.5 62.0

※１　有形固定資産合計－土地等の非償却資産＋減価償却累計額

２．資産と負債の比率 ３．行政コストの状況

④純資産比率（％） ⑤将来世代負担比率（％） ⑥住民一人当たり行政コスト（万円）
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

120,700 117,259 115,709 28,384 26,962 25,457 2,734,565 2,721,759 2,635,745

164,421 159,686 156,286 145,173 140,108 136,695 58,303 57,647 57,030

73.4 73.4 74.0 19.6 19.2 18.6 46.9 47.2 46.2

※１　特例地方債の残高を控除した後の額

４．負債の状況 ５．受益者負担の状況

⑦住民一人当たり負債額（万円） ⑧基礎的財政収支（百万円） ⑨受益者負担比率（％）
平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

4,372 4,242 4,057 2,736 3,407 2,797 2,201 1,789 2,125

58,303 57,647 57,030 △ 3,096 △ 1,825 △ 1,625 29,539 28,995 29,011

75.0 73.6 71.1 △ 360 1,582 1,172 7.5 6.2 7.3

※１　支払利息支出を除く。　　※２　基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。

算定式：

１．資産の状況

①住民一人当たり資産額

　資産合計　÷　住民基本台帳人口※

　※1月1日時点の人口で算定

②歳入額対資産比率

　資産合計　÷　歳入総額

③有形固定資産減価償却率

　減価償却累計額　÷　（有形固定資産合計

　　　　　　　－土地等の非償却資産＋減価償却累計額）

資産合計（百万円） 資産合計 減価償却累計額

人口 歳入総額 有形固定資産　※１

当該値 当該値 当該値

２．資産と負債の比率

④純資産比率

　純資産　÷　資産合計

⑤将来世代負担比率

　地方債残高※　÷　有形・無形固定資産合計

　※地方債残高（附属明細書（地方債（借入先別）））から

　　以下を控除したもの

　　イ　臨時財政特例債　ロ　減税補填債

　　ハ　臨時税収補填債　ニ　臨時財政対策債

　　ホ　減収補填債特例分

純資産 地方債残高　※１ 純行政コスト

資産合計 有形・無形固定資産合計 人口

当該値 当該値 当該値

３．行政コストの状況

⑥住民一人当たり行政コスト
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統一的な基準による地方公会計の整備により、決算統計に基づく財政指標や地方公共団

体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）における健全化判断比率等の指

標に加え、地方公共団体が保有する資産・負債等に関する指標を算出することにより、地

方公共団体の財政状況を多角的に分析することが可能となりました。 

分析の視点とそれに関する指標は下図のとおり整理されています。 

 

 
総務省自治財務局財務調査課「地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書」（平成 30年 3月より） 

 

財政状況の分析については、一つの指標だけで判断するのではなく、複数の指標を組み

合わせた分析も行われており、財政状況資料集において、将来負担比率と有形固定資産減

価償却比率を組み合わせた分析も公表しています。 

  

財 務 書 類 の 分 析 
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資産の状況 
 資産の状況は、「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」等を表しています。将来世代

に残る資産の状況や固定資産の経年の程度については、貸借対照表の資産の部において示

される地方公共団体の保有するストック情報や、減価償却累計額によって初めて明らかに

なるものです。 

 ≪指標の解説≫ 

・住民一人当たり資産額 

 算定式：資産合計 ÷ 住民基本台帳人口 

  資産額を住民基本台帳人口で割ることで計算されます。これにより他団体との比較

可能性が高まります。 

・有形固定資産の行政目的別割合 

  行政分野ごとに社会資本がどのように形成されてきたかを把握し、今後の資産整備

の方向性を検討するのに役立てることができます。 

・歳入額対資産比率 

 算定式：資産合計 ÷ 歳入総額 

  歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成されたストッ

クとしての資産が歳入の何年分に相当するかを表し、南魚沼市の資産形成の度合いを

測ることができます。 

  歳入総額とは、前年度からの繰越収入を含み、資金収支計算書の各収入（業務収入、

臨時収入、投資活動収入、財務活動収入）及び前年度末資金残高の合計です。 

・有形固定資産減価償却率 

 算定式：           減価償却累計額              

     有形固定資産合計 － 土地等の非償却資産 ＋ 減価償却累計額 

  有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合を算出

することにより、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体

として把握することができます。 

  なお、減価償却累計額の算定には耐用年数省令による耐用年数を用いることを原則

としているため、資産の長寿命化対策を行った場合に、その結果が直接反映されるも

のではないことに留意が必要です。 
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資産と負債の比率 
 資産と負債の比率は、「将来世代と現世代との負担の分担はどのようになっているか」を

表すものです。資産と負債の比率を表す指標としては、地方財政健全化法における将来負

担比率もありますが、貸借対照表は、財政運営の結果として、資産形成における将来世代

と現世代までの負担のバランスが適切に保たれているのか、どのように推移しているのか

を端的に把握することを可能にするものです。 

 ≪指標の解説≫ 

・純資産比率 

 算定式：純資産 ÷ 資産合計 

  地方公共団体は、地方債の発行を通じて、将来世代と現世代の負担の配分を行いま

す。したがって、純資産の変動は、将来世代と現世代との間で負担の割合が変動した

ことを意味します。 

  （例）純資産比率の増加 → 現世代から将来世代への資源の蓄積増 

     純資産比率の減少 → 現世代から将来世代への負担増 

・社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

 計算式：地方債残高※ ÷ 有形・無形固定資産合計 
      ※地方債残高－臨時財政対策債等の特例地方債 

  有形固定資産等の社会資本等について、形成された資産額に対して、財源のうち将

来の償還等が必要な負債による調達割合を比較することにより、社会資本等形成に係

る将来世代の負担の程度を把握することができます。 
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負債の状況 
 負債の状況は、「財政に持続可能性があるか（どのくらい借金があるか）」という住民の

関心に基づくものであり、財政運営に関する本質的な視点です。現状でも健全化判断比率

による分析が行われていますが、貸借対照表では、地方債に加えて退職手当引当金や未払

金など、発生主義によりすべての負債を捉え分析ができることとなります。 

 ≪指標の解説≫ 

・住民一人当たり負債額 

 算定式：負債合計 ÷ 住民基本台帳人口 

負債額を住民基本台帳人口で割ることで計算されます。これにより他団体との比較

可能性が高まります。 

・基礎的財政収支（プライマリーバランス） 

 算定式：業務活動収支（支払利息支出を除く） 

     ＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く） 

  基礎的財政収支を算定することにより、地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地

方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す指標となります。 

・債務償還可能年数 

 算定式：     将来負担額（※1）－充当可能財源（※2）      

     経常一般財源等（歳入）等（※3）－経常経費充当財源等（※4） 
※1 将来負担額については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式による。 

※2 充当可能財源は、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式の「充当可能基金残高+充当可能特定歳入」

とする。 

※3 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等+②減収補填債特例分発行額+③臨時財政対策債発行可能額」

とする。なお、①②は地方財政状況調査様式「歳入の状況 その 2 収入の状況」、③は地方公共団体健全化法上の

実質公債費比率の算定式による。 

※4 経常経費充当財源等は、地方財政状況調査様式「性質別経費の状況」の経常経費充当一般財源等から、次の金

額を控除した額とする。なお、イ～ハは地方公共団体健全化法上の実質公債費率の算定式、ニは地方財政状況調査

様式「性質別経費の状況」による。 

 イ 債務負担行為に基づく支出のうち交際費に準ずるもの 

 ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められる

もの 

 ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てた

と認められるもの 

 ニ 元金償還金（経常経費充当一般財源等） 

  債務償還可能年数については参考指標となっています。 
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行政コストの状況 
 行政コストの状況は、「行政サービスに係るコストはどのようになっているか」といった

住民等の関心に基づくものです。行政コスト計算書は南魚沼市の行政活動に係る人件費や

物件費等の費用を発生主義に基づきフルコストとして表示するものであり、行財政の効率

化を目指す際に不可欠な情報を一括して提供するものです。 

≪指標の解説≫ 

・住民一人当たり行政コスト

算定式：純行政コスト ÷ 住民基本台帳人口

行政コストを住民基本台帳人口で割ることで計算されます。これにより他団体との

比較可能性が高まります。 

  なお、住民一人当たり行政コストについては、地方公共団体の人口や面積、行政権

能等によりおのずから異なるべきものであるため、一概に他団体と比較するのではな

く、類似団体と比較すべきことに留意が必要です。 

・性質別・行政目的別行政コスト

  性質別（人件費、物件費等）や行政目的別（生活インフラ・国土保全、福祉、教育

等）に区分し、経年比較することにより、行政コストの増減項目の分析が可能となり

ます。 

  また、この指標を類似団体と比較することで、当該団体の効率性の評価が可能とな

ります。 

性質別・行政目的別行政コストについては今後掲載予定です。 

受益者負担の状況

 受益者負担の状況は、「歳入はどのくらい税収等で賄われているか（受益者負担の水準は

どうなっているか）」といった住民等の関心に基づくものです。 

≪指標の解説≫ 

・受益者負担比率

算定式：経常収益 ÷ 経常費用

 行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負

担の金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対

する受益者負担の割合を算出することができます。 
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平成 30 年度 統一的な基準による財務書類（概要版）
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